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議第 96 号 

   令和７年度宮津市一般会計補正予算（第７号） 

令和７年度宮津市の一般会計の補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条   歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１３，４９８千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１２，９９３，４

２０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第２条 既定の債務負担行為の追加は、「第２表債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第３条 既定の地方債の追加及び変更は、「第３表地方債補正」による。 

 

     令和７年 12 月２日提出 

 

                                        宮津市長 城 﨑 雅 文 
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歳　入 (単位：千円）

13 分担金及び負担金 92,648 638 93,286

1 分担金 1,451 638 2,089

15 国庫支出金 1,853,870 4,000 1,857,870

2 国庫補助金 839,402 4,000 843,402

16 府支出金 929,046 2,127 931,173

2 府補助金 416,022 2,127 418,149

20 繰越金 75,000 1,333 76,333

1 繰越金 75,000 1,333 76,333

22 市債 796,900 5,400 802,300

1 市債 796,900 5,400 802,300

12,979,922 13,498 12,993,420

補 正 前 の 額 補　　正　　額 計

第１表　歳入歳出予算補正　

款 項

 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 
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（単位：千円）

4 衛生費 1,268,339 8,000 1,276,339

2 清掃費 917,033 8,000 925,033

13 災害復旧費 0 5,498 5,498

1 農林水産施設災害復旧費 0 5,498 5,498

12,979,922 13,498 12,993,420

- 1 -

補 正 前 の 額

歳　出

款 項 補　　正　　額 計

 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 
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第２表　債務負担行為補正

 1　追　加                        (単位：千円）

期　　　　　　　　間 限　　　度　　　額

し尿処理施設管理運営事業 令和7年度から令和8年度まで 　　　　　　　１３０，０００

事　　　　　　　　　　　項
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第３表　地方債補正

1　追　加 （単位：千円）

農林水産施設災害復旧事業 　　　　　　１，４００ 　証書借入又は証券発行 5.0％以内

　ただし、市財政の都合により据置期
間及び償還期限を短縮し、若しくは繰
上償還又は低利に借換えすることがで
きる。

　 ただし、利率見直し方式で
借り入れる資金について、
利率の見直しを行った後に
おいては、当該見直し後の
利率

　ただし、発行価格が額面
を下まわるときは、その発
行価格差減額をうめるため
必要な金額をこれに加算し
た額

起 債 の 目 的 限　度　額 起 債 の 方 法

計 　　　　　　１，４００

利　　　　率 償　還　の　方　法

　政府資金については、その融資条件
により、銀行その他の場合には、その
債権者と協定するものとする。　ただし、証券発行の方法

による場合においては、発
行価格は額面金額 100円に
つき98円50銭以上とする。

2　変　更 （単位：千円）

過疎対策事業 　　643,200
　証書借入又
は証券発行

5.0％以内 　 647,200
　証書借入又
は証券発行

5.0％以内

　ただし、市財政
の都合により据置
期間及び償還期限
を短縮し、若しく
は繰上償還又は低
利に借換えするこ
とができる。

　ただし、市財政
の都合により据置
期間及び償還期限
を短縮し、若しく
は繰上償還又は低
利に借換えするこ
とができる。

起 債 の 目 的
補　　　　　　　　正　　　　　　　　前 補　　　　　　　　正　　　　　　　　後

限　度　額 起 債 の 方 法 利　　　　率 償　還　の　方　法 限　度　額 起 債 の 方 法 利　　　　率 償　還　の　方　法

　政府資金につい
ては、その融資条
件により、銀行そ
の他の場合には、
その債権者と協定
するものとする。

　政府資金につい
ては、その融資条
件により、銀行そ
の他の場合には、
その債権者と協定
するものとする。

　ただし、発
行価格が額面
を下まわると
きは、その発
行価格差減額
をうめるため
必要な金額を
これに加算し
た額

　ただし、発
行価格が額面
を下まわると
きは、その発
行価格差減額
をうめるため
必要な金額を
これに加算し
た額

　ただし、証
券発行の方法
による場合に
おいては、発
行価格は額面
金額 100円に
つき98円50銭
以上とする。

　ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
資金について、
利率の見直し
を行った後に
おいては、当
該見直し後の
利率

　ただし、証
券発行の方法
による場合に
おいては、発
行価格は額面
金額 100円に
つき98円50銭
以上とする。

　ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
資金について、
利率の見直し
を行った後に
おいては、当
該見直し後の
利率
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一般会計

歳 入 歳 出 補 正 予 算 ※ 事 項 別 明 細 書

歳　　入 （単位：千円）

13 分担金及び負担金 92,648 638 93,286

15 国庫支出金 1,853,870 4,000 1,857,870

16 府支出金 929,046 2,127 931,173

20 繰越金 75,000 1,333 76,333

22 市債 796,900 5,400 802,300

12,979,922 13,498 12,993,420

１　総　　括

計

歳　　入　　合　　計

一般会計歳入歳出補正予算(第7号)事項別明細書

款 補 正 前 の 予 算 額 補 正 予 算 額

歳　　出 （単位：千円）

4 衛生費 1,268,339 8,000 1,276,339 4,000 4,000 0

13 災害復旧費 0 5,498 5,498 2,127 1,400 638 1,333

12,979,922 13,498 12,993,420 6,127 5,400 638 1,333

計 特　　定　　財　　源
一 般 財 源

そ　の　他

歳　　出　　合　　計

国府支出金

補正前の
予 算 額

補正予算額

補　正　予　算　額　の　財　源　内　訳

地　方　債

款
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２　歳　入

(款)13 分担金及び負担金　　(項) 1 分担金 (款)13 分担金及び負担金(項) 1 分担金 （単位：千円）

 2 災害復旧費分担金 49 638 687  1 農林水産施設災害復 638 農地農業用施設災害復旧事業分担金

旧費分担金

1,451 638 2,089

(款)15 国庫支出金　　(項) 2 国庫補助金 (款)15 国庫支出金(項) 2 国庫補助金 （単位：千円）

 3 衛生費国庫補助金 61,593 4,000 65,593  2 清掃費補助金 4,000 新し尿処理施設整備事業費補助金

839,402 4,000 843,402

(款)16 府支出金　　(項) 2 府補助金 (款)16 府支出金(項) 2 府補助金 （単位：千円）

10 災害復旧費補助金 0 2,127 2,127  1 農林水産施設災害復 2,127 農地農業用施設災害復旧事業補助金

旧費補助金

416,022 2,127 418,149

(款)20 繰越金　　(項) 1 繰越金 (款)20 繰越金(項) 1 繰越金 （単位：千円）

 1 繰越金 75,000 1,333 76,333  1 繰越金 1,333 繰越金

75,000 1,333 76,333

説　　                  明
区　　分

目

計

目

計

補正前の額 補　正　額
金　　額

計
節

補正前の額 補　正　額
金　　額

計
節

説　　                  明
区　　分

区　　分
目

計

計

補正前の額 補　正　額
金　　額

計
節

説　　                  明

目 補正前の額 説　　                  明補　正　額 計
節

金　　額区　　分
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(款)22 市債　　(項) 1 市債 (款)22 市債(項) 1 市債 （単位：千円）

 2 衛生債 111,100 4,000 115,100  1 清掃債 4,000 過疎対策事業債

 8 災害復旧債 0 1,400 1,400  1 農林水産施設災害復 1,400 農林水産施設災害復旧事業債

旧債

796,900 5,400 802,300計

目 補正前の額 補　正　額 計
節

説　　                  明
区　　分 金　　額
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３　歳　出

(款) 4 衛生費　　(項) 2 清掃費 (款) 4 衛生費(項) 2 清掃費 （単位：千円）

 3 し尿処理費 277,633 8,000 285,633 4,000 4,000 0 14 工事請負費 8,000 し尿処理施設管理運営事業 8,000

　し尿処理施設管理運営事業 8,000

917,033 8,000 925,033 4,000 4,000 0

(款)13 災害復旧費　　(項) 1 農林水産施設災害復旧費 (款)13 災害復旧費(項) 1 農林水産施設災害復旧費 （単位：千円）

 1 農地農業用 0 5,498 5,498 2,127 1,400 638 1,333 12 委託料 1,243 農地農業用施設災害復旧事業 5,498

施設災害復 14 工事請負費 4,255 　農地農業用施設災害復旧事業 5,498

旧費

0 5,498 5,498 2,127 1,400 638 1,333計

計

目 補正前の額 補　正　額

地　方　債

補　正　額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

そ　の　他

計

地　方　債

説　　   明
区　　分

そ　の　他
区　　分

目 補正前の額

節

金   額
国府支出金

説　　   明

特　定　財　源
一 般 財 源 金   額

国府支出金

特　定　財　源
一 般 財 源

節補 正 額 の 財 源 内 訳
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（単位：千円）

前 前 年 度 末 前 年 度 末 当 該 年 度 末

当 該 年 度 中 当 該 年 度 中
現 在 高 現 在 高 起 債 見 込 額 元金償還見込額 現 在 高 見 込 額

１ 10,868,934 10,684,463 909,600 1,177,811 10,416,252

（１）総 務 債 903,413 832,536 72,811 759,725

（２）民 生 債 72,602 40,329 21,280 19,049

（３）衛 生 債 301,998 283,479 31,621 251,858

（４）農 林 水 産 業 債 96,764 81,916 6,000 16,930 70,986

（５）商 工 債 29,163 26,953 2,210 24,743

（６）土 木 債 1,668,163 1,711,930 154,600 109,751 1,756,779

（７）消 防 債 314,696 291,566 21,300 24,917 287,949

（８）教 育 債 380,998 342,857 38,357 304,500

（９）辺 地 債 74,353 81,436 15,600 10,073 86,963

（10）過 疎 債 7,018,004 6,991,461 712,100 849,861 6,853,700

（11）第三セクター等改革推進債 8,780 0 0 0

２ 717,787 599,478 1,600 121,177 479,901

（１）農 林 水 産 業 債 74,937 67,599 1,600 13,466 55,733

（２）土 木 債 610,761 505,302 102,139 403,163

（３）教 育 債 3,063 2,451 613 1,838

（４）そ の 他 29,026 24,126 4,959 19,167

３ 3,395,562 3,043,545 350,962 2,692,583

（１）市 民 税 等 減 税 補 て ん 債 8,538 3,681 3,073 608

（２）臨 時 財 政 対 策 債 3,289,382 2,955,248 334,388 2,620,860

（３）減 収 補 て ん 債 84,842 72,350 12,433 59,917

（４）特 別 減 収 対 策 債 12,800 12,266 1,068 11,198

14,982,283 14,327,486 911,200 1,649,950 13,588,736

備　　考

災 害 復 旧 債

そ の 他

合 計

普 通 債

　　　　　地方債の前前年度末及び前年度末における現在高並びに

　　　　　当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区　　　　　分

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み
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　　　債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

　　　又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書　　　

 １　当該年度議決分
(単位：千円）

左   の  財   源   内   訳

特    定    財    源

金　　額 金　　額 国府支出金 地 方 債 そ の 他

平成27年度 令和7年度

#VALUE! ～令和8年度
0 130,000 65,000 65,000 し尿処理施設管理運営事業 130,000 0 

事　　　　　項 限 度 額
前年度末までの支出(見込)額 当該年度以降の支出予定額

一般財源
期　　　間 期　　　間
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議第98号

       令和 ７ 年度宮津市水道事業会計補正予算（第１号）

第 １ 条  令和７年度水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

第 ２ 条  予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２５９，４９４千円」を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足

   する額２５９，５５７千円」に、「消費税及び地方消費税資本的収支調整額３９，１０４千円」を「消費税及び地方消費税資本的収支調整額４０，０２７

　千円」に、「損益勘定留保資金２２０，３９０千円」を「損益勘定留保資金２１９，５３０千円」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

 

　　（ 科　　　　目 ） （既決予定額） (補正予定額) （　計　）

収              入

   第 １ 款    資本的収入 ４２７，７６８千円  １０，０９７千円 ４３７，８６５千円

      第 １ 項 企業債 ３７６，０００千円  ３，６００千円 ３７９，６００千円

      第 ４ 項 補助金 ４６，８４４千円  ６，４９７千円 ５３，３４１千円

支              出

   第 １ 款    資本的支出 ６８７，２６２千円  １０，１６０千円 ６９７，４２２千円

      第 １ 項  建設改良費 ４５７，５６４千円  １０，１６０千円 ４６７，７２４千円

第３条  予算第６条に定めた起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法を次のとおり追加する。

        令和７年12月２日提出
宮津市長    城　　﨑　　雅　　文

起債の目的

水 道 施 設

災害復旧事業

 

要な金額をこれに加算した 上とする。 低利に借換えすることができる。

額

を下まわるときは、その発行 場合においては、発行価格は額 資金について、利率の見直しを行った後 ただし、市財政の都合により据置期間及び

価格差減額をうめるため必 面金額100円につき98円50銭以 においては、当該見直し後の利率 償還期限を短縮し、若しくは繰上償還又は

   銀行その他の場合には、その債権者と協定す

ただし、発行価格が額面 ただし、証券発行の方法による ただし、利率見直し方式で借り入れる るものとする。

限     度     額 起 債 の 方 法 利        率 償 還 の 方 法

３，６００    証書借入又は証券発行 5.0％以内 政府資金については、その融資条件により、
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   収      入

補正前の額 補正額 計 区　　分

1 資本的収入 427,768 10,097 437,865

1 企業債 376,000 3,600 379,600

1 企業債 376,000 3,600 379,600 企業債 3,600 水道施設災害復旧事業債

4 補助金 46,844 6,497 53,341

1 国庫補助金 46,844 6,497 53,341 災害復旧費補助金 6,497 水道施設災害復旧費補助金

   支      出

補正前の額 補正額 計 区　　分

1 資本的支出 687,262 10,160 697,422

1 建設改良費 457,564 10,160 467,724

5 災害復旧費 0 10,160 10,160 委託料 414 水道施設災害復旧事業 10,160

工事請負費 9,746 　　水道施設災害復旧事業 10,160

（単位：千円）

款     項 目
予　定　額 節

説　　　明
金    額

資 本 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）

款     項 目
予　定　額 節

説　　　明
金    額

水道事業会計補正予算（第１号）実施計画及び各目明細書
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（ 単位： 円 ）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 11,781,000

減価償却費 275,235,000

固定資産除却費 20,119,000

賞与引当金の増減額（△は減少） 140,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0

長期前受金戻入額 △ 67,934,000

資本費繰入収益 △ 59,291,000

受取利息 △ 100,000

支払利息 42,807,000

未収金の増減額（△は増加） 3,436,949

未払金の増減額（△は減少） △ 64,297,516

たな卸資産の増減額（△は増加） 10,000

前受金の増減額（△は減少） 0

預り金の増減額（△は減少） △ 3,113,541

　小　　計 158,792,892

利息の受取額 100,000

利息の支払額 △ 42,807,000

　業務活動によるキャッシュ・フロー 116,085,892

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 682,559,000

投資活動による未収金等の増減額（△は増加） △ 46,464,800

投資活動による未払金等の増減額（△は減少） △ 104,294,697

長期前受金の受け入れによる収入 109,997,000

他会計からの繰入金による収入 59,291,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 664,030,497

令和７年度  水 道 事 業 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）
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３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 614,700,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 228,697,674

その他の他会計借入金の返済による支出 △ 6,928,926

他会計からの出資による収入 1,096,000

　財務活動によるキャッシュ・フロー 380,169,400

△ 167,775,205

553,098,902

385,323,697

資 金 増 加 額

資 金 期 首 残 高

資 金 期 末 残 高
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令和8年3月31日

（ 単位： 円 ）

１ 固定資産

（１）

ア 196,623,068

イ 371,453,557

120,825,200 250,628,357

ウ 9,517,882,807

3,953,417,130 5,564,465,677

エ 2,385,626,864

1,332,955,069 1,052,671,795

オ 7,665,028

5,759,718 1,905,310

カ 20,472,479

10,403,151 10,069,328

キ 23,547,769

22,370,380 1,177,389

ク 99,511,000

7,177,051,924

7,177,051,924

２ 流動資産

（１） 385,323,697

（２） 107,902,300

ア △ 700,000 107,202,300

（３） 0

（４） 5,942,330

（５） 0

（６） 0

498,468,327

7,675,520,251

令和７年度  水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

資 産 の 部

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

有 価 証 券

貯 蔵 品

前 払 費 用

前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３ 固定負債

（１） 4,366,019,085

（２） 0

（３） 10,842,000

ア 10,842,000

（４） 103,607,730

4,480,468,815

４ 流動負債

（１） 224,481,635

（２） 0

（３） 11,108,250

（４） 0

（５） 4,903,000

ア 4,903,000

（６） 7,537,759

248,030,644

５ 繰延収益

（１） 3,087,056,142

（２）長期前受金収益化累計額 △ 1,612,999,063

1,474,057,079

6,202,556,538

負 債 の 部

企 業 債

リ ー ス 債 務

引 当 金

修 繕 引 当 金

その他固定負債

固 定 負 債 合 計

企 業 債

リ ー ス 債 務

未 払 金

前 受 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

その他流動負債

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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６ 資本金 930,650,574

７ 剰余金

（１）

ア 9,535,976

イ 1,550,000

ウ 15,155

エ 30,390

オ 36,003,255

47,134,776

（２）利益剰余金

ア 160,000,000

イ 79,691,046

ウ 240,000,000

エ 15,487,317

495,178,363

542,313,139

1,472,963,713

7,675,520,251

資 本 の 部

資 本 剰 余 金

再 評 価 積 立 金

受 贈 財 産 評 価 額

寄 附 金

工 事 負 担 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計
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注記

Ⅰ.重要な会計方針
1 　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　○○原価法による先入先出法
2 　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）
・減価償却の方法 　定額法による。
・主な耐用年数
　建物 14年～50年
　構築物 ３年～80年
　機械及び装置 ２年～20年
　車両運搬具 ５年
　工具器具及び備品 ２年～15年

(2) リース資産
・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。

3 　引当金の計上方法
(1) 賞与引当金

(2) 貸倒引当金
債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

4 　消費税及び地方消費税の会計処理
　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

Ⅱ.その他の注記
1 　新会計基準移行に係る経過措置

(1) 修繕引当金に関する経過措置
平成26年３月31日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととする。

2 　引当金の取り崩し
(1) 賞与引当金
　　当年度において期末手当及び勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費を支給するため、賞与引当金4,129,000円を取り崩す予定で
　ある。
(2) 貸倒引当金
　　当年度において水道料金を不納欠損するため、貸倒引当金700,000円を取り崩す予定である。

　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度における支給見込額に基づき、当年度の
　負担に属する額を計上している。
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